
発達障がい児（者）に対する支援促進を求める意見書 

 

自閉症、学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥・多動性障がい（ＡＤＨＤ）、アスペル

ガー症候群など発達障がいへの対応が緊急の課題になっている。発達障がいは、低

年齢であらわれることが多く、文部科学省の調査では、小・中学生全体の６％に上

る可能性があるとされている。 

平成16年12月に発達障害者支援法が制定され、本年４月から施行される。この法

律には、国及び地方公共団体の責務として、発達障がいの早期発見や支援などにつ

いて必要な措置を講じるよう示されている。 

発達障がいに対しては、幼児期から学齢期、就労まで一貫した支援策が必要であ

る。それには、教育・福祉・保健・就労などの関係機関が連携し、一人ひとりの状

況に応じた個別指導を行うなどの対応が欠かせない。 

国は、都道府県ごとに発達障害者支援センターを設置するとしているが、よりき

め細かな支援対策を実施するには市区町村の役割が極めて重要であり、支援のネッ

トワークづくりが求められる。 

よって、本市議会は、政府に対し、下記の項目を早急に実施するよう強く要望す

るものである。 

 

記 

 

１ 各市区町村が関係機関と連携して支援体制を整備する際に、何らかの財政支援

を講じること。また、発達障がい児が障がいのない児童・生徒とともに育ち学ぶ

ことを基本としつつ、発達障がい児及びその保護者の意思とニーズを最大限尊重

すること。 

２ 発達障がいの早期発見に向けて、乳幼児健診の充実と、新たな児童健診制度

（５歳児健診）を確立すること。 

３ 保育園、幼稚園、放課後児童健全育成事業における発達障がい児の受け入れと、

指導員の養成・配置をすること。 

４ 発達障がい者のための雇用支援コンサルタント・相談員等を配置すること。 

５ 専門医の養成並びに人材の確保を図ること。 

６ 発達障がい児（者）への理解の普及、意識啓発を推進すること。 

 

上記、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

 

平成17年３月29日 

 

三鷹市議会議長 久保田 輝 男 


